






















































































































自治体名 都道府県 条例名称 施行日
川口市 埼玉県 まちづくり基本条例 昭和62年９月22日
箕面市 大阪府 市民参加条例 平成９年４月１日
箕面市 大阪府 まちづくり理念条例 平成９年４月１日
兵庫県 まちづくり基本条例 平成11年９月17日
ニセコ町 北海道 まちづくり基本条例 平成13年４月１日
猿払村 北海道 村民参加条例 平成13年４月１日
猿払村 北海道 まちづくり理念条例 平成13年４月１日
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志木市 埼玉県 市政運営基本条例 平成13年10月１日
宝塚市 兵庫県 まちづくり基本条例 平成14年４月１日
宝塚市 兵庫県 市民参加条例 平成14年４月１日
石狩市 北海道 行政活動への市民参加の推進に関する条例 平成14年４月１日
生野町 兵庫県 まちづくり基本条例 平成14年６月１日
西東京市 東京都 市民参加条例 平成14年10月１日
北海道 北海道 北海道行政基本条例 平成13年10月18日
清瀬市 東京都 まちづくり基本条例 平成14年10月18日
羽咋市 石川県 まちづくり基本条例 平成15年４月１日
会津坂下町 福島県 まちづくり基本条例 平成15年４月１日
鳩山町 埼玉県 まちづくり基本条例 平成15年４月１日
菊池市 熊本県 まちづくり基本条例 平成15年４月１日
甲良町 滋賀県 まちづくり条例 平成15年４月１日
旭川市 北海道 市民参加推進条例 平成15年４月１日
高知市 高知県 市民と行政のパートナーシップのまちづくり条例 平成15年４月１日
狛江市 東京都 市民参加と市民協働の推進に関する基本条例 平成15年４月１日
高森町 長野県 町民参加条例 平成15年４月１日
鳥取市 鳥取県 自治基本条例 平成15年４月１日
杉並区 東京都 自治基本条例 平成15年５月１日
鹿児島市 鹿児島県 市民参画を推進する条例 平成15年６月１日
浜北市 静岡県 市民基本条例 平成15年７月１日
京都市 京都府 市民参加推進条例 平成15年８月１日
吉川町 新潟県 まちづくり基本条例 平成15年10月１日
伊丹市 兵庫県 まちづくり基本条例 平成15年10月１日
柏崎市 新潟県 市民参加のまちづくり基本条例 平成15年10月１日
厚木市 神奈川県 住みよいまちづくり条例 平成15年10月１日
東海市 愛知県 まちづくり基本条例 平成15年12月22日
茅野市 長野県 パートナーシップのまちづくり基本条例 平成15年12月25日
和光市 埼玉県 市民参加条例 平成16年１月１日
大佐町 岡山県 まちづくり基本条例 平成16年２月11日
富士見市 埼玉県 自治基本条例 平成16年４月１日
南河内町 栃木県 まちづくり基本条例 平成16年４月１日
小杉町 富山県 まちづくり基本条例 平成16年４月１日
宮代町 埼玉県 市民参加条例 平成16年４月１日
聖籠町 新潟県 まちづくり基本条例 平成16年４月１日
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入間市 埼玉県 元気な入間まちづくり条例 平成16年４月１日
芽室町 北海道 まちづくり参加条例 平成16年５月１日
川西町 山形県 まちづくり基本条例 平成16年６月23日
大平町 栃木県 自治基本条例 平成16年７月１日
五戸町 青森県 まちづくり基本条例 平成16年７月１日
西郷町 島根県 まちづくり基本条例 平成16年７月１日
相生市 兵庫県 市民参加条例 平成16年７月１日
多摩市 東京都 自治基本条例 平成16年８月１日
関川村 新潟県 むらづくり基本条例 平成16年８月１日
愛川町 神奈川県 自治基本条例 平成16年９月１日
草加市 埼玉県 みんなでまちづくり自治基本条例 平成16年10月１日
浦安市 千葉県 市民参加推進条例 平成16年10月１日
岡谷市 長野県 市民総参加のまちづくり基本条例 平成16年10月６日
白井市 千葉県 市民参加条例 平成16年11月１日
伊賀市 三重県 自治基本条例 平成16年12月24日
九重町 大分県 まちづくり基本条例 平成17年２月１日
下関市 山口県 市民協働参画条例 平成17年２月13日
武生市 福井県 自治基本条例 平成17年３月１日
久喜市 埼玉県 自治基本条例 平成17年３月１日
遠軽町 北海道 まちづくり自治基本条例 平成17年３月25日
清里町 北海道 まちづくり参加条例 平成17年３月25日
新見市 岡山県 まちづくり基本条例 平成17年３月31日
川崎市 神奈川県 自治基本条例 平成17年４月１日
文京区 東京都 「文の京」自治基本条例 平成17年４月１日
知立市 愛知県 まちづくり基本条例 平成17年４月１日
大和市 神奈川県 自治基本条例 平成17年４月１日
足立区 東京都 自治基本条例 平成17年４月１日
奈井江町 北海道 まちづくり自治基本条例 平成17年４月１日
八戸市 青森県 協働のまちづくり基本条例 平成17年４月１日
原町市 福島県 まちづくり基本条例 平成17年４月１日
中野区 東京都 自治基本条例 平成17年４月１日
静岡市 静岡県 自治基本条例 平成17年４月１日
さぬき市 香川県 まちづくり基本条例 平成17年４月１日
矢掛町 岡山県 まちづくり基本条例 平成17年４月１日
金沢市 石川県 市民参加及び協働の推進に関する条例 平成17年４月１日
吉川市 埼玉県 市民参画条例 平成17年４月１日
秩父市 埼玉県 まちづくり基本条例 平成17年５月24日
富良野市 北海道 情報共有と市民参加のルール条例 平成17年７月１日
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岸和田市 大阪府 自治基本条例 平成17年８月１日
四日市市 三重県 市民自治基本条例（理念条例） 平成17年９月１日
三春町 福島県 自治基本条例 平成17年10月１日
豊田市 愛知県 まちづくり基本条例 平成17年10月１日
善通寺市 香川県 自治基本条例 平成17年10月１日
苫前町 北海道 まちづくり基本条例 平成17年10月１日
海老名市 神奈川県 市民参加条例 平成17年10月３日
登別市 北海道 まちづくり基本条例 平成17年12月21日
名張市 三重県 自治基本条例 平成18年１月１日
矢祭町 福島県 自治基本条例 平成18年１月１日
宗像市 福岡県 市民参画、協働及びコミュニティ活動の推進に関する条例 平成18年１月１日
瀬戸内市 岡山県 自治基本条例 平成18年２月13日
三鷹市 東京都 自治基本条例 平成18年４月１日
清水町 北海道 まちづくり基本条例 平成18年４月１日
芳賀町 栃木県 まちづくり基本条例 平成18年４月１日
太田市 群馬県 まちづくり基本条例 平成18年４月１日
遠別町 北海道 自治基本条例 平成18年４月１日
伊勢崎市 群馬県 市民参加条例 平成18年４月１日
逗子市 神奈川県 市民参加条例 平成18年４月１日
豊島区 東京都 自治の推進に関する基本条例 平成18年４月１日
三次市 広島県 まち・ゆめ基本条例 平成18年４月１日
池田市 大阪府 みんなでつくるまちの基本条例 平成18年４月１日
長井市 山形県 まちづくり基本条例 平成18年４月１日
三島町 福島県 まちづくり基本条例 平成18年４月１日
大東市 大阪府 自治基本条例 平成18年４月１日
前原市 福岡県 市民協働まちづくり推進条例 平成18年４月１日
加賀市 石川県 まちづくり基本条例 平成18年４月１日
八尾市 大阪府 市民参画と協働のまちづくり基本条例 平成18年６月１日
坂戸市 埼玉県 市民参加条例 平成18年７月１日
米原市 滋賀県 自治基本条例 平成18年９月１日
丸亀市 香川県 自治基本条例 平成18年10月１日
篠山市 兵庫県 自治基本条例 平成18年10月１日
音更町 北海道 まちづくり基本条例 平成18年10月１日
平塚市 神奈川県 自治基本条例 平成18年10月１日
新座市 埼玉県 自治憲章条例 平成18年11月１日
吹田市 大阪府 自治基本条例 平成19年１月１日
白老町 北海道 自治基本条例 平成19年１月１日
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多治見市 岐阜県 市政基本条例 平成19年１月１日
下川町 北海道 自治基本条例 平成19年４月１日
玉村町 群馬県 自治基本条例 平成19年４月１日
飯田市 長野県 自治基本条例 平成19年４月１日
札幌市 北海道 自治基本条例 平成19年４月１日
苫小牧市 北海道 自治基本条例 平成19年４月１日
留萌市 北海道 自治基本条例 平成19年４月１日
寒川町 神奈川県 自治基本条例 平成19年４月１日
柏原市 大阪府 まちづくり基本条例 平成19年４月１日
帯広市 北海道 まちづくり基本条例 平成19年４月１日
稚内市 北海道 自治基本条例 平成19年４月１日
千曲市 長野県 まちづくり基本条例 平成19年４月１日
妙高市 新潟県 自治基本条例 平成19年４月１日
岐阜市 岐阜県 住民自治基本条例 平成19年４月１日
北栄町 鳥取県 自治基本条例 平成19年４月１日
うきは市 福岡県 協働のまちづくり基本条例 平成19年４月１日
大玉村 福島県 自治基本条例 平成19年４月１日
湯河原町 神奈川県 自治基本条例 平成19年４月１日
新発田市 新潟県 市民参画と協働による新発田市まちづくり基本条例 平成19年４月１日
豊中市 大阪府 自治基本条例 平成19年４月１日
中札内村 北海道 まちづくり基本条例 平成19年４月１日
邑南町 島根県 まちづくり基本条例 平成19年４月１日
甲府市 山梨県 自治基本条例 平成19年6月21日
四国中央市 愛媛県 自治基本条例 平成19年７月１日
軽井沢町 長野県 まちづくり基本条例 平成19年８月１日
北川辺町 埼玉県 自治基本条例 平成19年９月１日
美唄市 北海道 まちづくり基本条例 平成19年９月１日
日進市 愛知県 自治基本条例 平成19年10月１日
熊谷市 埼玉県 自治基本条例 平成19年10月１日
美里町 埼玉県 まちづくり基本条例 平成19年10月１日
野洲市 滋賀県 まちづくり基本条例 平成19年10月１日
海老名市 神奈川県 自治基本条例 平成19年10月１日
近江八幡市 滋賀県 協働のまちづくり基本条例 平成20年４月１日
宮古市 岩手県 自治基本条例 平成20年７月１日
小美玉市 茨城県 自治基本条例 平成20年４月１日












北 海 道 25
埼 玉 県 16
東 京 都 10
神奈川県 10
大 阪 府 9
長 野 県 6
新 潟 県 6
兵 庫 県 5
福 島 県 5
滋 賀 県 4
岡 山 県 4
愛 知 県 4
福 岡 県 3
石 川 県 3
三 重 県 3
香 川 県 3
群 馬 県 3
栃 木 県 2
鳥 取 県 2
千 葉 県 2
静 岡 県 2
青 森 県 2
山 形 県 2
岐 阜 県 2
岩 手 県 2
福 井 県 1
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島 根 県 1
大 分 県 1
鹿児島県 1
山 梨 県 1
山 口 県 1
高 知 県 1
広 島 県 1
京 都 府 1
茨 城 県 1












































































































































































自治体名 都道府県 条例名称 施行年
川口市 埼玉県 まちづくり基本条例 1987
箕面市 大阪府 市民参加条例 1997
箕面市 大阪府 まちづくり理念条例 1997
志木市 埼玉県 市政運営基本条例 2001
猿払村 北海道 村民参加条例 2001
猿払村 北海道 まちづくり理念条例 2001
宝塚市 兵庫県 市民参加条例 2002
石狩市 北海道 行政活動への市民参加の推進に関する条例 2002
高森町 長野県 町民参加条例 2003
高森町 長野県 町民参加条例 2003
厚木市 神奈川県 住みよいまちづくり条例 2003
浜北市 静岡県 市民基本条例 2003
芽室町 北海道 まちづくり参加条例 2004
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聖籠町 新潟県 まちづくり基本条例 2004
富良野市 北海道 情報共有と市民参加のルール条例 2005
清里町 北海道 まちづくり参加条例 2005

















































































施行年 「まちづくり」型名称 計該当しない 該当する
1987 1 1
1997 1 1 2
1999 1 1
2001 3 2 5
2002 3 2 5
2003 10 10 20
2004 11 9 20
2005 17 13 30
2006 17 11 28
2007 22 14 36
2008 2 2 4






















































































































2001 3 2 5
2002 4 1 5
2003 12 8 20
2004 9 11 20
2005 9 21 30
2006 6 22 28
2007 3 33 36
2008 4 4


























　 市民の努力規定 計規定なし 規定あり
執行機関の努力規定 規定なし 80 46 126規定あり 13 12 25






















施行年 住民投票規定なし 住民投票規定あり 計
1987 1 1
1997 1 1 2
1999 1 1
2001 3 2 5
2002 2 3 5
2003 8 12 20
2004 8 12 20
2005 5 25 30
2006 5 23 28
2007 9 27 36
2008 1 3 4









































条例数 割合 条例数 割合
0 8 9％ 4 6％ 12
1 10 12％ 11 17％ 21
2 5 6％ 5 8％ 10
3 3 3％ 6 9％ 9
4 12 14％ 11 17％ 23
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5 10 12％ 3 5％ 13
6 10 12％ 7 11％ 17
7 5 6％ 7 11％ 12
8 8 9％ 7 11％ 15
9 4 5％ 4 6％ 8
10 4 5％ 4
11 1 1％ 1 2％ 2
12 3 3％ 3
13 1 1％ 1






































2003 16 4 20
2004 14 6 20
2005 25 5 30
2006 21 7 28
2007 31 5 36
2008 2 2 4















































第１成分 第２成分 第３成分 第４成分 
総則性 0.85 0.10 -0.05 0.13
自治 0.67 0.16 0.18 0.01
行政運営規定度 0.56 0.24 0.44 0.26
個人情報保護 0.43 0.34 0.45 0.18
参画 0.43 0.03 0.13 0.36
議会に義務づけ 0.41 0.44 0.17 0.13
住民投票請求・発議規定有り 0.05 0.78 -0.16 -0.13
住民投票規定有り 0.29 0.74 0.08 0.04
市民定義あり -0.07 0.61 -0.02 -0.03
開かれた議会 0.19 0.55 0.08 0.14
見直し規定 -0.12 0.44 0.07 0.42
前文です・ます調 0.10 0.43 0.20 0.32
市民の参加・参画責務 0.27 0.16 0.69 -0.37
まちづくり対象 -0.10 -0.28 0.66 0.13
コミュニティ 0.16 0.15 0.49 0.36
まちづくり -0.05 -0.47 0.43 0.38
具体的施策設定 0.03 0.07 -0.05 0.63
人権尊重 0.35 -0.12 0.21 0.43
市民の参加・参画義務 0.19 -0.21 -0.17 0.42
市民の努力規定 0.04 0.06 0.09 0.40












































































REGR factor score   4 for analysis 1
20
15
10
5
0
度
数
平均値 =8.3267E-17標
準偏差 =1.00
N =145
図４　参加・参画の具体化のヒストグラム
５．おわりに
本稿では、各地の自治基本条例の内容の分析を行い、その類型化について、
条文の規定内容の主成分分析に基づく新たな類型を提示するという作業を行っ
た。
ところで、自治基本条例の制定作業において見逃されがちな視点として、市
民のまちづくり・政策決定への参加に伴う責任という問題がある。
まちづくりが、宅地の開発や造成の規制、建築物等の単体的および集合的規
制、屋外広告物の規制等によって地域・市街地等の開発・整備を図ることを意
味する場合には、当然に所有権その他の私権を大きく制限することに通じるた
め、利害関係者の理解が得られるとは限らず、実際に多くの訴訟が提起されて
いる（金子 2008）。従来、この種の訴訟に対しては処分庁としての自治体がそ
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の対応に当たってきたところであるが、自治体と市民の協働によってまちづく
りを進めた場合の法的責任についても、やはり自治体と市民が協働で負うべき
であるのかについての議論は、活発になされているとはいいがたい。政策形成
過程に市民の参画を進めるのであればその帰結としての政策の実施に当たって
生ずる諸問題についても市民は責任を負うべきであり、意思形成は行政と協働
するがその結果に対する責任は協働しないというのは無責任である、とする批
判も、当然に生じうる。
その一方で、まちづくりや自治体の政策決定に市民の参加・参画を求め、そ
れにともなって発生する法的責任もまた自治体と市が協働して担うということ
になれば、参加・参画を拒否する市民が出てくることが考えられるし、そのよ
うな負担を求める自治体に転入することが敬遠されるようになったり、他の自
治体への住民の流出が発生するようになったりするかもしれない。市民は自治
の担い手として措定されているわけであるが、まちづくりや政策決定に参加す
る義務があるのかという問題もあらためて浮上してこよう。
※本稿は、平成20年度科学研究費補助金基盤研究（C）「情報化社会におけ
る公序の形成・維持と法制度」（課題番号20604009）の研究成果の一部である。
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